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指摘事項及び意見等 主管課における措置、処理の経過及び対応策 

■監査結果報告書（市立小中学校定期監査）  

第７ 監査の結果  

２ 監査委員の意見  

非常変災時の対応については、各学校とも危機

管理マニュアルを策定し、これに基づき訓練等が

実施されている。今後も避難訓練等を定期的に実

施し、非常変災に備えられたい。 

理科等薬品の管理については、令和３年９月２

７日付けで教育委員会から管理要綱に沿った運

用の徹底について各学校に通知がなされている

が、点検の未実施、薬品使用簿の記載不備等が見

られるため、改めてその運用方法等について改善

されたい。 

個人情報保護の状況については、令和４年２月

１５日付けで教育委員会から通知された「糸島市

教育情報セキュリティポリシー及び教育情報セ

キュリティ実施手順」に基づき管理されていた。

個人情報の漏えいは児童・生徒等に重大な被害を

及ぼすおそれがあることから、今後も管理を徹底

されたい。 

学校徴収金の取扱いについては、令和３年度定

期監査における「その管理方法等については、一

定の基準が必要と考える」との指摘に対して、令

和４年３月末までに検討を行うとのことであっ

たが、新型コロナウイルス感染症の影響により未

実施となっていた。引き続き検討いただきたい。

また、就学援助費の校長名義口座入金後の学校徴

収金としての取扱いに差異が見られることから、

上記の検討とあわせて一定の整理が必要である

と考える。 

公印使用の事務処理については、令和３年度定

期監査における「統一した手順の整備が必要と考

える」との指摘に対して、令和４年３月末までに

検討を行うとのことであったが、新型コロナウイ

ルス感染症の影響で未実施となっていた。引き続

き検討いただきたい。また、公印使用簿が作成さ

れていなかった一部の公印については適正な事

務処理に改められたい。加えて、糸島市教育委員

非常変災時の対応については、今後も危機管理

マニュアルに基づいた訓練等を実施し、引き続き

適切に対応するように努める。 

理科等薬品の管理については、管理要綱に基づ

く運用の徹底を周知しているものの、学校定期監

査において、毎年指摘されていることから、運用

が徹底されるまでの間、毎年４月に理科教育担当

者の研修を実施するとともに、研修内容につい

て、研修受講者から管理職への報告を徹底するこ

とで、点検・保管・管理等の徹底を図る。 

個人情報保護の状況については、今後もセキュ

リティポリシー及び実施手順に基づき、引き続き

適切な管理に努める。 

学校徴収金の取扱いについては、令和５年１月

末までに各学校の現状を把握し、まずは、令和５

年３月末までに、どのような基準を整備すること

が必要か検討を行う。 

あわせて、就学援助費の取扱いについても、学

校徴収金の取扱いを整理する中で検討を行う。 

公印使用の事務処理については、令和５年１月

末までに各学校の現状を把握し、各学校の事務処

理環境を踏まえながら、令和５年３月末までにど

のような統一手順が必要かについての検討を行

う。 

 また、公印使用簿の未作成については、学校長

が保管する全ての公印について、使用簿を作成す

るよう令和４年１１月末までに通知し、周知徹底

を図る。 

 さらに、糸島市教育委員会公印規則第５条第２

項に規定する教育総務課長による点検について

は、令和４年１１月末までに実施時期及び実施方

法を決定し、適正な事務処理に努める。 
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会公印規則第５条第２項の規定に基づく点検に

ついて、適正な事務処理に努められたい。 

なお、個々の軽微な指摘等の留意事項について

は、別途教育委員会へ通知した。 

 

３ まとめ  

監査の実施にあたっては、事前に関係書類等を

提出していただき、予備調査を実施のうえ実査を

行った結果、各学校において円滑な監査を執行す

ることができた。 

各学校では、児童・生徒一人に１台配備された

タブレット端末を積極的に活用し、オンラインに

よる授業、調べ学習、学習教材ソフトウェアを利

用した個々の理解度に合わせたドリル学習、ウェ

ブアプリケーションによる児童・生徒間の意見交

換、交流活動など、ＩＣＴ教育が実践されていた。 

また、コロナ禍による様々な制限の中、家庭訪

問に代えてオンラインでの保護者面談の実施、運

動会における各教室へのライブ配信など、各校で

創意工夫し、教育の充実に努められていた。 

各校において、オンライン環境の設定や情報セ

キュリティに関する職員研修の実施等にＩＣＴ

支援員による支援を活用されており、今後、ＩＣ

Ｔ教育を進めていく上で、支援の必要性はますま

す大きくなるものと感じられた。 

新型コロナウイルス感染症については長期的

な対応が求められることが見込まれるため、今後

も学校における感染リスクに注意のうえ、児童・

生徒の健康と安全に配慮いただき、学びの保障の

ための継続的な取組をお願いする。 

以上のとおり、令和４年度定期監査結果につい

て記述したが、それぞれの指摘事項を念頭におか

れ、今後とも安全かつ円滑な学校運営に努められ

るよう望むものである。 

 今後も、ＩＣＴ支援員による支援の拡充などに

より、児童・生徒一人に１台配備されたタブレッ

ト端末を活用したＩＣＴ教育を進め、各校の創意

工夫による教育の充実に努めていく。 

 また、ＩＣＴの活用などコロナ禍での工夫が進

んだ新しい実施方法も含め、新型コロナウイルス

感染症対策を行いながら、安全かつ円滑な学校運

営に努めていく。 

 

 


